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海外安全対策情報 ２０１９年度第２四半期（７～９月） 

 

２０１９年１０月１８日 

在グアテマラ日本国大使館 

 

１ 社会・治安情勢 

（１）９月４日からイサバル県およびその周辺５県の中の２２市に非常事態宣言が

発せられた。この宣言は，９月３日に麻薬の取り締まり任務にあたっていた

グアテマラ海軍兵士３名が，麻薬関係者による待ち伏せにより殺害されたこ

とによるもの。この宣言下において，同月内に２００万本以上のコカインの

木を破棄，６４１人を逮捕，そして９５丁の銃器，８２台の車および１１３

台のオートバイを没収する成果を上げた。 

（２）９月１５日の独立記念日にあわせて，国内の各学校・団体によるパレードが

実施されていた。特に前日の１４日には，例年有志の聖火キャラバンが全国

各地で公共道路を走行するなど国内の幹線道路の交通渋滞・交通事故が増加

する傾向があったが，今年は同記念日にかかる大きな事故・事件は確認され

ていない。またその間の邦人旅行者の犯罪被害の情報はなかった。 

（３）対日感情は良好である。 

 

２ 一般犯罪・凶悪犯罪 

（１）傾向 

   国家文民警察の発表によると，２０１９年７月～９月の当国における総犯罪

発生件数は４，８１３件と前年同時期６,２７８件と比較して１，４６５件

減少（２３．３％減）した。殺人件数は９３９件と，前年度同時期の１，０

８７件と比較し１４８件減少（１３．８％減）しており，その他の犯罪件数

も軒並み低下している。 

   殺人      ９３９件（前年比 １３. ８％減） 

   傷害      ８５９件（  〃 ２９．４％減） 

   強盗・窃盗 ２，０９７件（  〃 ２８．２％減） 

   強姦       ８７件（  〃 ２７．５％減） 

   誘拐        ３件（  〃 ６２．５％減） 

   行方不明    ５９２件（  〃  ６．０％減） 

   家庭内暴力   ２３６件（  〃  ４．８％減） 

 

（２）銃器の蔓延 

   当国では銃器が容易に入手できるため，殺人，強盗，短時間誘拐の殆どに銃

器が使用されている。国家文民警察の報告によると，２０１９年７月～９月

に治安当局が取り扱った殺人事件９３９件のうち，銃器を使用した事件は７

２６件（全体の７７．３％）に達する。依然として館員がこれら銃器を使用
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した犯罪に遭遇する（巻き込まれる）危険性は存在する。 

（３）邦人の被害事案 

   ９月２５日（水）午後４時頃，邦人女性がパナハッチェル市の船着き場付近

において，リュック（パスポート入り）を盗難される事件が発生。身体への

傷害等その他の被害はなかった。 

（４）邦人以外の被害事案（代表的事例のみ） 

 ア ７月１３日午前２時頃，首都第１０区内の当館から約１ｋｍ離れた地点にお

いて，男性２人が銃撃され,うち１人が死亡する事件が発生。事件現場は，

館員の住宅からも数百ｍの地点であり，通勤経路になり得る場所であった。 

 イ ７月３０日午前６時頃,首都第１３区の当館から約４００ｍの地点において

強盗殺人事件が発生。事件現場は在留邦人が日常的に利用するショッピング

モールの近くで,館員も毎日のように利用する日常的な行動範囲内であった。 

 ウ ８月７日午前７時頃，首都第１０区の当館から約１．５ｋｍの地点で,停車

中の車への物の販売（当国では一般的に行われている）に見せかけた強盗が

発生。事件現場は館員が日常的に使用する幹線道路の一つであった。 

 エ ９月６日午後８時頃，首都第１０区の当館から約１．５ｋｍの地点において,

男性１人が銃撃を受け死亡する事件が発生。事件現場は当国内において最も

大型のショッピングモールの１つの近くであり，在留邦人の日常的な行動範

囲内であった。 

 オ ９月２０日午前５時頃,首都第１０区の当館から５００ｍの地点にあるナイ

トクラブにおいて女性３人が銃撃され,うち２人が死亡する事件が発生。事

件現場には日系企業の事務所および館員がよく利用する飲食店があった。 

 カ ９月２７日午後８時４５分頃～５５分頃,首都第９・１０区において銃を使

用した連続強盗事件が発生。被害者は歩行者およびオートバイの運転者で,

同区を管轄する警察署によると,これらの事件は同一犯の可能性はあるもの

の, その証拠は見つかっておらず特定に至っていないとのこと。両事件現場

はそれぞれ大使館から１ｋｍ以内の場所にあり,館員にとって日常的な行動

範囲内であった。 

 

３ 誘拐・脅迫事件 

  資産家に限らず，一般市民がターゲットとなり，その大半は営利誘拐である。

被害を届け出ても犯人に対する処罰や被害の補償を望めないばかりか，報復さ

れる恐れもあり，犯人に身代金を支払い，警察に被害届を提出しないケースが

多い。日本人を含む東洋系外国人は一般的に裕福と見られているので，ターゲ

ットにならないよう日頃から注意する必要がある。 

 

４ 日本企業の安全に関わる諸問題 

  脅迫の電話およびメールは，腹いせやいたずらによるものが大部分であるもの

の，避難や警察当局への通報などの処置をすることが肝要である。（了） 


